
○潟上市事業者ECサイト活用補助金交付要綱

令和４年３月30日

告示第49号

（趣旨）

第１条 この告示は、市内の中小企業等がECサイト（インターネットを用いて商品、サー

ビス等の購入から決済までの電子商取引を行うウェブサイトをいう。以下同じ。）を活用

して新たな販路を開拓し、及び拡大することを目指す取組について支援するため、潟上市

事業者ECサイト活用補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要

な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、「事業所」とは、法人又は個人事業者が生産、販売、サービス

の提供等の事業に係る主たる活動を継続的に行う場所をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内に事業所を有

する法人又は個人事業者であって、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

(1) 所得の申告をしていること。

(2) 産業分類における第２次産業又は第３次産業のいずれかに該当する業種であること。

ただし、市内で事業を営む法人であって、事業所を有すると認められる場合については、

この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助金の交付の対象としない。

(1) 法人税法（昭和40年法律第34号）別表第１に規定する公共法人

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定

する性風俗関連特殊営業及び当該営業に係る接客業務受託営業を行う者又は行おうと

する者

(3) 政治団体

(4) 宗教上の組織又は団体

(5) 法人又は個人事業者として行う事業に係る市県民税、固定資産税、軽自動車税、水

道料金及び下水道使用料を滞納している者

（補助金の額等）



第４条 補助金の額は、次条に規定する補助対象経費の２分の１以内の額（その額に1,000

円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、１事業所につき20万円を上限と

する。

２ 補助金の交付は、１事業所につき１回限りとする。

（補助対象経費）

第５条 補助対象経費は、市内の事業所のECサイトの活用に要した経費であって、次に掲

げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。

(1) ECサイトを新たに開設し、又は改修する場合

ア ホームページ及びECサイトの開設又は改修に係る委託費

イ サーバーのレンタルに要する初期費用

ウ ドメイン取得費用

エ SSLサーバー証明書発行料

オ ショッピングカート等のASP利用に係る初期費用

カ バナー広告料、SEO対策費等の販売促進に要する費用

キ その他市長が適当と認める経費

(2) モール型ECサイト（出店料又は出品料を支払うことにより商品、サービス等を掲載

することができるECサイトをいう。）に新たに出店等する場合

ア 入会金及び登録料

イ ページ等制作料

ウ その他市長が適当と認める経費

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費については、補助対象経費としない。

(1) 売上による手数料

(2) リース料及びレンタル料に係る定例的な経費

(3) 国、地方公共団体等からの補助金その他これに類するものの交付を受ける経費

(4) 割賦支払による経費

(5) 消費税

（補助金の申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、潟上市事業者

ECサイト活用補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請

しなければならない。

(1) 事業計画書（様式第２号）



(2) 補助対象経費に係る見積書等の写し

(3) 市税等滞納有無調査承諾書（様式第３号）

(4) 直近の所得税の確定申告書又は市県民税の申告書の写し

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類

（補助金の交付決定等）

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容について審査し、補助金

の交付を決定した場合にあっては潟上市事業者ECサイト活用補助金交付決定通知書（様

式第４号）により、補助金を交付しないと決定した場合にあっては潟上市事業者ECサイ

ト活用補助金不交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。

（実績報告）

第８条 申請者は、事業を完了したときは、事業完了日から10日以内に潟上市事業者ECサ

イト活用補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に報

告しなければならない。

(1) 事業実績書（様式第７号）

(2) 補助対象経費に係る領収書の写し（交付決定日以後に発行されたものに限る。）

(3) 事業を実施したことが確認できる写真

(4) 補助対象経費に係る契約内容の分かる書類の写し

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類

（補助金の交付確定等）

第９条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容について審査し、補助金

の交付を確定した場合にあっては潟上市事業者ECサイト活用補助金交付確定通知書（様

式第８号）により、補助金を交付しないと確定したときにあっては潟上市事業者ECサイ

ト活用補助金不交付確定通知書（様式第９号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の請求及び交付）

第10条 申請者は、前条による補助金の交付の確定があったときは、速やかに潟上市事業者

ECサイト活用補助金交付請求書（様式第10号）を市長に提出するものとする。

２ 市長は、前項の規定による補助金の請求があったときは、その日から起算して30日以内

に補助金を交付するものとする。

（交付決定の取消し）

第11条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。



(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(2) 補助金を補助対象事業以外又は補助対象経費以外に使用したとき。

(3) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。

(4) 補助事業を完了した日から３年以内に廃業したとき。

(5) その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。

（補助金の返還）

第12条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助対象

事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて

その返還を命じるものとする。

（財産処分の制限）

第13条 補助事業者は、補助対象事業の完了した日の属する年度の翌年度の初日から起算し

て３年間、補助対象事業により取得した財産又は効用の増加した財産（以下「取得財産」

という。）を市長の承認を受けずに補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、若しくは担保に供し、又は廃棄してはならない。ただし、当該取得財産の耐用

年数を経過しているときは、この限りでない。

２ 市長は、補助事業者が当該取得財産を処分することにより収入があり、又は収入がある

と見込まれると認めるときは、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付させ

るものとする。

（書類の保管及び開示）

第14条 補助事業者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証票等を

整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度から５年間保管するものとする。

２ 補助事業者は、市長の求めがあった場合においては、前項の帳簿及び証票等の内容を開

示しなければならない。

（その他）

第15条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年４月１日告示第113号）

この告示は、公布の日から施行する。


